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１ 計画策定の経過 
(1) 土地利用調整会議（庁内関係部署で構成） 

平成 28年４月 27日 第１回 策定にあたっての意見聴取 

平成 28年７月 28日 第２回 素案説明及び協議、意見聴取 

平成 29年１月 10日 第３回 案説明及び協議、意見聴取 

 

(2) 土地利用計画審議会 

平成 28年８月 17日 第１回 素案説明、意見聴取 

平成 29年３月 24日 第２回 諮問、答申 

 

(3) パブリックコメント 

期間 平成 29年２月 14日から平成 29年３月 15日（30日間） 

  場所 飯田市地域計画課、自治振興センター（15 ヵ所）、公民館（飯田市公民館、橋北、橋南、羽

場、丸山、東野）、市民証明コーナー、飯田市ウェブサイト 

 

(4) 市議会 

平成 28年９月 15日 産業建設委員会にて素案説明、意見聴取 

平成 29年 月 日 説明 
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２ 土地の利用区分の定義および把握方法 
利用区分 定  義 資  料 

農地 農地法第２条第１項に定める農地で、耕地の目的に供される

土地であって畦道を含む。 

農林水産省作物統計市町村別

データ 

ア 田 「耕作及び作付面積統計（農林水産省情報

部）」の「耕地面積」のうち田である。 

イ 畑 「耕作及び作付面積統計（農林水産省情報

部）」の「耕地面積」のうち畑である。 

森林 森林法第２条第１項に規定する森林を対象とし、国有林と民

有林との合計である。なお、林道面積は含まない。 

  

長野県民有林の現況 

ア 国有林 林野庁所管国有林及びその他省庁所管国有林

の合計である。 

イ 民有林 森林法第２条第１項に定める森林であって、

同法同条第３項に定めるもの。 

原野等 

（原野・ 

採草放牧地） 

農地法第２条第１項に定める採草放牧地（国有林野貸付使用

地に限る）と「世界農林業センサス林業調査報告書」の「森林

以外の草生地」から国有林（ただし林野庁所管分に限る）を除

いた面積の合計である。 

世界農林業センサス林業調書

報告書（林業地域編） 

南信森林管理署へ照会 

水面・ 

河川・ 

水路 

水面、河川及び水路の合計である。 

自然環境保全基礎調査 

ダム便覧（日本ダム協会） 

ため池台帳 

河川状況調書・図測 

長野県農林業市町村別データ 

農業基盤整備基礎調査 

ア 水面 湖沼（人造湖及び天然湖沼）及びため池の満

水時の水面である。 

イ 河川 河川法第４条に定める一級河川及び同法第５

条に定める二級河川及び同法第 100 条による準

用河川の同法第６条に定める河川区域である。 

ウ 水路 農業用用排水路である。 

水田に一定率をかけて算出する。 

道路 

 

一般道路、農道及び林道の合計である。車道部（車道、中央

帯、路肩）、歩道部、自転車道部及び法面等からなる。 

道路統計年報 

道路現況 

道路台帳 

図測（高速道路） 

農道台帳 

長野県農林業市町村別データ 

農業基盤整備基礎調査 

南信森林管理署へ照会 

市町村別林道内道路現況 

ア 一般道路 道路法第２条第１項に定める道路である。 

イ 農道 農地面積に一定率を乗じたほ場内農道及び市

町村農道台帳の農道延長に一定幅員を乗じた、

ほ場外農道である。 

ウ 林道 国有林林道及び民有林林道である。 

林道延長に一定幅員を乗じて算出する。 
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利用区分 定  義 資  料 

宅地 建物の敷地及び建物の維持又は効用を果すために必要な土地

である。 

固定資産の価格等の概要調書 

県公営住宅一覧 

県有財産表 

市営住宅資料 

工業統計調査結果報告書 

  

ア 住宅地 「固定資産の価格等の概要調書」の評価総地

積の住宅用地に、非課税地積のうち、県営住宅

団地、市町村営住宅団地及び公務員住宅団地を

加えたものである。 

イ 工業用地 「工業統計表（用地、用水編）」にいう「事業

所敷地面積」を従業員 10人以上の事業所敷地面

積に補正したものである。 

ウ その他の 

宅地 

住宅地及び工業用地のいずれにも該当しない

宅地である。 

宅地面積から「住宅地」、「工業用地」の各面

積を除いたものである。 

その他 市町村土面積から「農地」、「森林」、「原野等」、「水面・河川・

水路」、「道路」及び「宅地」の各面積を除いたものである。 

主には、公園・緑地・広場等の公共空地、鉄道敷、耕作放棄地

等がある。 

 

市街地 国勢調査による「人口集中地区」である。 国勢調査 
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３ 計画における主要指標 
項目 平成１２年 平成１７年 平成２２年 

基準年 

平成２６年 

目標年 

平成４０年 

人  口 

（人） 

合計 110,589  108,624  105,335 102,446  96,000 

１４歳以下 16,882  16,101 14,803 14,048 12,500 

１５～６４歳 67,651  64,357 60,859 56,702 51,800 

６５歳以上 26,056  28,166 29,673 31,156 31,700 

構成割合 

（％） 

１４歳以下 15.3  14.8 14.1 13.8 13.0 

１５～６４歳 61.2  59.2 57.8 55.6 54.0 

６５歳以上 23.6  25.9 28.2 30.6 33.0 

世 帯 数 

（世帯） 
36,762 37,350 37,867 38,276 37,800 

1世帯当たり人員 

（人／世帯） 
3.01  2.91 2.78 2.68 2.54 

 

※平成 12～17年国勢調査、平成 26年は毎月人口異動調査に基づく推計。 

※目標年における人口は、いいだ未来デザイン 2028 の数値、世帯数はいいだ未来デザイン 2028 及び国立社会保障・

人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2014年 4月 都道府県別推計）」を参考に推計。 

 

○人口・世帯数の推移 

・総人口は減少傾向にある。 

・世帯数は人口減少に伴い平成 27 年より減少に転じているが、核家族化の進行という社会的傾向、

また、定住促進等の政策推進面から、減少幅は緩やかなものと見込む。 
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４ 利用区分ごとの土地利用の推移 

（単位：ha） 

利 用 区 分 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 

1 農   地 3,230  3,190  3,160  3,130  3,100  3,080 

 （１）田 1,240  1,210  1,200  1,160  1,140  1,100 

 （２）畑 1,990  1,980  1,960  1,970  1,970  1,980 

2 森   林 55,532  55,549  55,532  55,754  55,765  55,740 

3 原 野 等 175  186  186  186  186  186 

4 水面・河川・水路 662  660  657  655  654  652 

 （１）水   面 44  44  40  40  40  40 

 （２）河   川 550  550  551  551  551  551 

 （３）水   路 68  66  66  64  63  61 

5 道   路 1,574  1,582  1,587  1,601  1,656  1,655 

 （１）一般道路 1,294  1,304  1,309  1,325  1,381  1,381 

 （２）農   道 128  126  125  123  122  121 

 （３）林   道 152  152  153  153  153  153 

6 宅   地 2,089  2,078  2,101  2,120  2,139  2,150 

 （１）住 宅 地 1,322  1,333  1,344  1,355  1,365  1,375 

 （２）工業用地 146  152  150  144  139  139 

 （３）その他の宅地 621  593  607  621  635  636 

7 そ の 他 2,604  2,621  2,643  2,420  2,366  2,403 

合   計 65,866 65,866 65,866 65,866 65,866 65,866 

8 市 街 地 955  955  955  955  955  953 
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（単位：ha） 

利 用 区 分 平成２３年 平成２４年 平成２５年 
基準年 

平成２６年 

目標年 

平成４０年 

1 農   地 3,050  3,040  3,040  3,050  2,970 

 （１）田 1,090  1,070  1,060  1,050  997 

 （２）畑 1,970  1,970  1,980  1,990  1,973  

2 森   林 55,740  55,740  55,645  55,645  55,620  

3 原 野 等 186  186  186  186  177 

4 水面・河川・水路 651  651  650  650  650  

 （１）水   面 40  40  40  40  40  

 （２）河   川 551  551  551  551  551 

 （３）水   路 60  60  59  59  59 

5 道   路 1,656  1,662  1,667  1,684  1,780 

 （１）一般道路 1,383  1,390  1,394  1,412  1,505 

 （２）農   道 120  119  119  118  118  

 （３）林   道 153  153  154  154  157 

6 宅   地 2,153  2,164  2,168  2,180  2,250 

 （１）住 宅 地 1,379  1,385  1,390  1,395  1,454 

 （２）工業用地 139  139  134  134  136  

 （３）その他の宅地 635  640  644  651  660  

7 そ の 他 2,430  2,423  2,510  2,471  2,419 

合   計 65,866 65,866 65,866 65,866  65,866  

8 市 街 地 953  953  953  953 934 

※農地（田及び畑）について、統計数値の四捨五入の都合上、個別の値と合計値が一致していない箇所がある。 

 



7 

５ 利用区分ごとの目標の考え方と目標値 
  

(1) 利用区分ごとの目標値設定の考え方 

平成 17年～平成 26年の土地利用区分ごとの推移からの将来推計、今後の開発事業等の見込み及び

本計画達成のための必要な措置を考慮し、目標値を設定した。 

利用区分 今後の主な事業等見込みによる増減傾向 目標値設定にあたっての考え方 

1 農 地 

【減少傾向】 
・リニア関連事業、三遠南信自動車道整備による

減少 

・宅地化による減少 

【減少抑制】 
・適正な立地誘導、空き家の活用等による計画的

な宅地への転用 

・耕作放棄地化の抑制 

2 森 林 

【減少傾向】 
・三遠南信自動車道整備等による減少 

【減少抑制】 
・耕作放棄地の森林転換 

3 原野等 

【減少傾向】 
・三遠南信自動車道整備等による微減 

【微減】 
・計画的な開発での減少のみに抑える 

4 
水面・ 
河川・ 
水路 

【変化なし】 
・面積が大きく変化する事業等の要因なし 

【現状維持】 
・水質保持と安定水量の確保 

5 道 路 

【増加傾向】 
・三遠南信自動車道、リニア関連事業など主要道

路や新設道路整備による増加 

【計画的な整備推進】 
・計画に沿った適切な道路整備及び維持管理 

6 宅 地 

【増加傾向】 
・リニア関連事業に伴う移転、宅地化による増加 

・リニア関連事業（駅周辺及び関連道路）による

減少 

【計画的な宅地整備】 
・計画的な整備と用途地域等適正なエリアへの立

地誘導 

・既存ストック、空き家の活用等 

7 その他 

【減少傾向】 
・リニア本線及びリニア関連事業（駅及び駅周辺）

による増加 

・宅地化、道路整備による減少 

【適正な利用推進】 
・低・未利用地、耕作放棄地の再利用 

 

(2) 転換要因による面積増減（10ha以上の面積増減の概略図） 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リニア関連・三遠南信等整備） 

（リニア・三遠南信等整備・宅地化） ≪計画的な宅地転用≫ 

（三遠南信整備） 

（宅地化） 

≪適正な利用推進≫ ≪計画的な道路整備≫ 

≪計画的な道路整備≫ 

≪計画的な道路整備≫ 

△25ha 

森 林 

H26 : 55,645ha 
↓ 

H40 : 55,620ha 

減 

≪耕作放棄地再利用≫ 

農 地 

H26 : 3,050ha 
↓ 

H40 :2,970ha 

 

△80ha 

（ ）は今後の主な事業見込み 

≪ ≫は目標設定にあたっての

考え方 

原野等 

H26 : 186ha 
↓ 

H40 : 177ha 

△9ha 

水面・河川・水路 

H26 : 650ha 
↓ 

H40 : 650ha 

宅 地 

H26 : 2,180ha 
↓ 

H40 : 2,250ha 

70ha 

道 路 

H26 : 1,684ha 
↓ 

H40 :1,780ha 

96ha 

その他 

H26 : 2,471ha 
↓ 

H40 : 2,419ha 

△52ha 

その他 

H26 : 2,471ha 
↓ 

H40 : 2,419ha 

△52ha 

減 

増 

減 

増 

増 
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(3) 将来土地フレーム 
（単位：ha） 

利 用 区 分 
基準年（平成２６年 ａ） 目標年（平成４０年 ｂ） 面積増減 

面積 構成比 面積 構成比 ｂ－ａ 

1 農   地 3,050 4.6 2,970 4.5 △ 80 

 （１）田 1,050 1.6 997 1.5 △ 58 

 （２）畑 1,990 3.0 1,973  3.0 △ 22 

2 森   林 55,645 84.5 55,620  84.4 △ 25 

3 
原 野 等 

（原野・採草放牧地） 
186 0.3 177 0.3 △ 9 

4 水面・河川・水路 650 1.0 650  1.0 0 

 （１）水   面 40 0.1 40  0.1 0 

 （２）河   川 551 0.8 551 0.8 0 

 （３）水   路 59 0.1 59 0.1 0 

5 道   路 1,684 2.6 1,780 2.7 96 

 （１）一般道路 1,412 2.1 1,505 2.3 93 

 （２）農   道 118 0.2 118  0.2 0 

 （３）林   道 154 0.2 157 0.2 3 

6 宅   地 2,180  3.3 2,250 3.4 70 

 （１）住 宅 地 1,395  2.1 1,454 2.2 59 

 （２）工業用地 134  0.2 136  0.2 2 

 （３）その他の宅地 651  1.0 660  1.0 9 

7 そ の 他 2,471 3.8 2,419 3.7 △ 52 

合   計 65,866  100.0  65,866  100.0 0 

8 市 街 地 953  1.5  934  1.4 △ 19 

※農地（田及び畑）について、統計数値の四捨五入の都合上、個別の値と合計値が一致していない箇所がある。 
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６ 利用区分面積と関連指標の推移と目標 
(1) 農地 

区分 農地面積 
人  口 

（人） 

農業就業 

人  口 

（人） 

人口一人 

当たり 

農地面積(a) 

農業就業人口 

一人当たり 

農地面積(a) 年 
田 

(ha) 

畑 

(ha) 

計 

 (ha) 

平成１７年 1,240  1,990  3,230  108,624 5,714  2.97  56.53  

平成１８年 1,210  1,980  3,190  107,845    

平成１９年 1,200  1,960  3,160  107,259    

平成２０年 1,160  1,970  3,130  106,630    

平成２１年 1,140  1,970  3,100  105,691    

平成２２年 1,100  1,980  3,080  105,335 4,577  2.92  67.29  

平成２３年 1,090  1,970  3,050  104,728    

平成２４年 1,070  1,970  3,040  103,881    

平成２５年 1,060  1,980  3,040  103,105    

基準年平成２６年 1,050  1,990  3,050  102,446    

目標年平成４０年 997 1,973  2,970 96,000    

 

○農地面積及び関連指標の推移と目標値設定について 

・過去 10年に比べ緩やかではあるが、農地の減少傾向は継続する見込み。 

・リニア関連事業、三遠南信自動車道整備等による減少や宅地化の進行等による減少が考えられる。 

・計画的な宅地整備、用途地域への誘導、空き家の活用等を図ることで無秩序な農地の宅地化を抑制

する。 

・ワーキングホリデー等都市と農村との交流の場の推進による「農ある暮らし」の魅力向上の事業、

農業の６次産業化、食育・域産域消の推進等による農業生産活動の活性化、農業生産法人や認定農

業者等への農地集積による効率化、耕作放棄地の市民農園への活用等、様々な農業振興施策から、

できるだけ農地の減少を抑えることを目指し、目標値を設定した。 
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(2) 森林 
区分 

森林面積 

(ha) 

人  口 

(人) 

人口一人あたり 

森林面積 

(a) 

市面積に占める 

森林面積 

(％) 年 

平成１７年 55,532  108,624 51.12  84.31  

平成１８年 55,549  107,845 51.51  84.34  

平成１９年 55,532  107,259 51.77 84.31  

平成２０年 55,754  106,630 52.29  84.65  

平成２１年 55,765  105,691 52.76  84.66  

平成２２年 55,740  105,335 52.92  84.63  

平成２３年 55,740  104,728 53.22 84.63  

平成２４年 55,740  103,881 53.66  84.63  

平成２５年 55,645  103,105 53.97  84.48  

基準年平成２６年 55,645  102,446 54.32  84.48 

目標年平成４０年 55,620  96,000 57.94 84.44 

 

○森林面積及び関連指標の推移と目標値設定について 

・第２次計画の目標値を上回る森林面積で推移してきているが、わずかに減少傾向にある。 

・今後は主に三遠南信道自動車道整備による減少が見込まれる。 

・「飯田市森林整備計画」等により、計画的な森林資源の保全と整備を推進し、豊かな森林を維持す

ることを目標に目標値を設定した。 
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(3) 原野等 
区分 

原野等面積 

(ha) 

人  口 

(人) 

人口一人あたり 

原野等面積 

(a) 

市面積に占める 

原野等面積 

(％) 年 

平成１７年 175  108,624 0.16  0.27  

平成１８年 186  107,845 0.17  0.28  

平成１９年 186  107,259 0.17  0.28  

平成２０年 186  106,630 0.17  0.28  

平成２１年 186  105,691 0.18  0.28  

平成２２年 186  105,335 0.18 0.28  

平成２３年 186  104,728 0.18 0.28  

平成２４年 186  103,881 0.18 0.28  

平成２５年 186  103,105 0.18  0.28  

基準年平成２６年 186  102,446 0.18  0.28  

目標年平成４０年 177 96,000 0.18 0.27 

 

○原野等面積及び関連指標の推移と目標値設定について 

 ・三遠南信自動車道整備による微減を見込んだ目標値。 
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(4) 水面・河川・水路 
区分 水面・河川・水路面積 

市面積(ha) 

市面積に占める水

面・河川・水路面

積の割合(％) 年 水 面(ha) 河 川(ha) 水 路(ha) 計(ha) 

平成１７年 44  550  68  662  65,866 1.01  

平成１８年 44  550  66  660  65,866 1.00 

平成１９年 40  551  66  657  65,866 1.00  

平成２０年 40 551  64  655  65,866 0.99  

平成２１年 40 551  63  654  65,866 0.99  

平成２２年 40 551  61  652  65,866 0.99  

平成２３年 40 551  60  651  65,866 0.99  

平成２４年 40 551  60  651  65,866 0.99  

平成２５年 40 551  59 650  65,866 0.99  

基準年平成２６年 40 551  59  650  65,866 0.99  

目標年平成４０年 40 551  59 650 65,866 0.99 

 

○水面・河川・水路面積及び関連指標の推移と目標値設定について 

 ・大規模事業による水路付け替えがあるものの、面積的には大きな変化なしと見込んだ目標値。 

・治水施設等の計画的な維持管理を行う。 

・在来の野生動植物の多様な生息・生育環境を保全する、うるおい豊かな水面・河川・水路づくり等、

多面的利用ができるように努める。 
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(5) 道路 
区分 道 路 面 積 

市面積(ha) 
市面積に占める道

路面積の割合(％) 年 一般道路(ha) 農 道(ha) 林 道(ha) 計(ha) 

平成１７年 1,294  128  152  1,574  65,866  2.39  

平成１８年 1,304  126  152  1,582  65,866  2.40  

平成１９年 1,309  125  153  1,587  65,866  2.41  

平成２０年 1,325  123  153  1,601  65,866  2.43  

平成２１年 1,381  122  153  1,656  65,866  2.51  

平成２２年 1,381  121  153  1,655  65,866  2.51  

平成２３年 1,383  120  153  1,656  65,866  2.51  

平成２４年 1,390  119  153  1,662  65,866  2.52  

平成２５年 1,394  119  154  1,667  65,866  2.53  

基準年平成２６年 1,412  118  154  1,684  65,866  2.56  

目標年平成４０年 1,505 118 157  1,780 65,866  2.70 

 

 

○道路面積及び関連指標の推移と目標値設定について 

 ・モータリゼーションの進展、維持・補修に伴う拡幅等により増加傾向。 

・今後はリニア関連事業、三遠南信自動車道整備による増加を見込んで目標値を設定した。 

・高速交通網へのアクセス道路から生活関連道路、農道、林道に至るまで、体系的道路網の整備を計

画的に推進する。 
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(6) 宅地 
区分 宅地面積 住宅地関連指標 工業用地関連指標 

年 

住宅地 

(ha) 

工業用地 

(ha) 

その他 

の宅地(ha) 

計 

(ha) 

世帯数 

(世帯) 

一世帯当り 

住宅地 

面積(㎡) 

従業者数 

(人) 

従業員 

一人当 

工業用地 

面積(㎡) 

平成１７年 1,322  146 621 2,090  37,350 354  10,963 133 

平成１８年 1,333 152 593 2,078  37,433 356  10,430 146 

平成１９年 1,344  150  607 2,101  37,646  357  10,316 145 

平成２０年 1,355  144  621  2,121  37,740 359 10,347 140 

平成２１年 1,365  139  635  2,139  37,579 363 9,300 149 

平成２２年 1,375  139  636  2,150  37,867 363  9,749 143 

平成２３年 1,379  139  635  2,153  37,998 363  9,269 150 

平成２４年 1,385  139  640  2,164  38,032  364 9,561 145 

平成２５年 1,390  134  644  2,168  38,053  365 9,285 144 

基準年平成２６年 1,395  134  651  2,180  38,276 364 9,220 146 

目標年平成４０年 1,454  136 660  2,250 37,800 385 8,600 158 

※従業者数は工業統計調査、ただし目標年の従業者数は工業統計調査に基づき推計 

○宅地面積及び関連指標の推移と目標値設定について 

・核家族化の進行や開発コストという面から、人口減少期にあっても新規宅地開発は増加傾向にある。 

・今後はさらなる人口減少に加え、世帯数も減少していくことが予測されることから、宅地化の進行

は緩やかな増加になると見込む。 

・無秩序な農地の宅地化及び拡散的な市街地化が進行しないよう、適正な用途地域への立地誘導によ

る都市機能や施設等の集約、低・未利用地や空き家の活用等、計画的な宅地整備の推進を考慮し、

目標値を設定した。 
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(7) 市街地（DID：人口集中地区） 

区分 

市街地面積 
(ha） 

市街地人口 
（人） 

総人口 
（人） 

人口密度 
（人/百 ha） 

総人口に占める 
市街地人口の割合 

（％） 
年 

昭和６０年 740 35,838 111,009 4,843 32.3 

平成２年 950 41,281 110,402 4,345 37.4 

平成７年 950 39,743 110,204 4,183 36.1 

平成１２年 955 38,597 110,589 4,042 34.9 

平成１７年 955 36,512 108,624 3,823 33.6 

平成２２年 953 34,695 105,335 3,641 32.9 

平成２７年 937 32,938 101,743 3,515 32.4 

目標年 

平成４０年 
934 30,400 96,000 3,255 31.7 

※「DID：人口集中地区」とは、市内で人口密度が 4,000人／㎢以上の基本単位区が互いに隣接して 

人口が 5,000人以上となる区域 

 

○市街地面積及び関連指標の推移 

 ・総人口減少に伴い、市街地面積、市街地人口も減少傾向と予測される。 
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８　土地利用現況図
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10 飯田市土地利用計画審議会 
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